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道路交通法第十条において，歩行者は歩道（等）のない道路では右側端を通行しなければならないと

定められている．ただし，右側端の通行が危険であるときやその他やむを得ないときは道路の左側端に

寄って通行することができる，という例外も定められており，実際には歩行者自身の判断に委ねられて

いる．しかし，歩行者にとってどちらを歩くのが安全であるかは自明ではない． 
以上の問題意識のもと，無信号かつ車両側に一時停止規制がなく，見通しが悪い生活道路の交差点周

辺において，歩行者の通行位置と，歩行者側道路と交差する道路を直進する車両との接触危険性との関

係をモデル化し，歩行者通行位置の定量的な安全性評価を試みた．秋田市飯島長野中町を対象としたケ

ーススタディの結果，本研究で想定する条件下では左側歩行の方が安全であることが明らかとなった． 
 

In Japan, Article 10 of the Road Traffic Law stipulates that pedestrians must use the right edge of a road without 
sidewalks. It should be noted that there is an exception that when the right side of the road is dangerous or there is no 
other choice, the pedestrian is allowed to move to the left side of the road, and the decision is left to the pedestrian. 
Nevertheless, it is not obvious which is safer for pedestrians to walk. 

Based on the above problem consciousness, this paper proposes a model for the relationship between pedestrians' 
walking position and the risk of contact with vehicles running straight on the intersection of a residential road where 
there is no signal, no stop restriction on the vehicle side, and poor visibility. The proposed model was applied for a 
case study in Iijima-Naganonaka-cho district in Akita City, and quantitative safety evaluation of pedestrians' walking 
position was tried. As a result of the analysis, it has been found that the left side walking was safer under the condition 
assumed in this study. 
 
Keywords: 歩行者，交通安全，生活道路，無信号交差点 
 Pedestrian, Traffic Safety, Residential Road, Non-signalized Intersection 

 
１．はじめに 
道路交通法第十条において，歩行者は歩道（等）のな

い道路では右側端を通行しなければならないと定められ

ている．ただし，右側端の通行が危険であるときやその

他やむを得ないときは道路の左側端に寄って通行するこ

とができる，という例外も定められており，実際には歩

行者自身の判断に委ねられている．しかし，歩行者，特

に経験・知識に乏しい幼児・児童にとってはどちらを歩

くのが安全であるかは自明ではない． 
交通事故総合分析センターの山口 1)は歩行中の交通事

故による死傷者数が 1995 年と 2015 年の 2 時点で共通し

て 7 歳児に多いことを指摘し，その原因として小学校入

学後に登下校を含め保護者の付き添いなしでの行動機会

が増えることを挙げている．また，2015 年の歩行中の死

傷者数の道路形状ごとの構成率を示し，全ての年齢階層

で交差点および交差点付近が最も多く半分以上を占めて
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いることを明らかにしている．そして，子どもの歩行中

の交通事故を減らすための対策として，小学校入学まで

に保護者が子どもと一緒に通学路を歩きながら安全指導

することを提案している．しかし，リスクの高い交差点

および交差点付近において，どのような歩行位置を取る

のが安全かを検討した研究は筆者らの知る限りなく，多

くの保護者にとっても明らかではないであろう． 
以上の問題意識のもと，本研究は，無信号かつ車両側

に一時停止規制がなく，見通しが悪い生活道路の交差点

周辺において，歩行者の通行位置と，歩行者側道路と交

差する道路を直進する車両との接触危険性との関係をモ

デル化し，歩行者通行位置の定量的な安全性評価を試み

るものである． 
 

２．既往研究のレビューと本研究の位置付け 
これまで，交差点付近での安全性に関する研究は数多

く行われてきたが，その多くは自動車に主眼をおいたも

のであった．高島ら 2)は交差点における車両の走行特性

から交通事故危険性が高く交通安全対策が必要な交差点

を抽出する方法について検討し，走行速度と車間距離の

定により事故多発交差点の抽出が可能であると述べてい

る．一方，高橋は交通事故例調査（ミクロデータ）を用

いて，四輪車同士の交差点での出合い頭事故 3)や四輪車

と自転車との出合い頭事故 4)について，認知可能距離を

基に衝突回避の可能性を検討している．本研究は，高橋

の方法論を歩行者通行位置の安全性評価に適用したもの

と位置付けられる．ただし，高橋は事故発生地点を対象

とした事後分析を行っているのに対して，本研究では事

前の安全性評価を目的としている点に大きな相違がある．  
 

３．分析方法 
 
3.1 定式化 
図1に無信号かつ車両側に一時停止規制がなく，見通

しが悪い生活道路の交差点周辺において，道路右側を歩

行する歩行者（右歩）と右から左に向かう車両（車左）

が衝突する事故を想定した模式図を示す． 
ここで，歩行者は交通安全行動に未習熟な幼児・児童

を想定して，常に一定の歩行速度 𝑉"	(km/h) で図の鉛

直方向を上に直進すると仮定する．また，車両は歩行者

を認知可能な地点 Aに走行速度 𝑉*	(km/h) で到達した

のち，一定の反応時間を経てブレーキをかけるものとし，

ハンドル操作は行わないと仮定する．なお，車両・歩行

者ともに大きさや形状は考慮せず，点とみなす． 
図1に示したように，Aと歩行者の認知可能地点Pお

よび遮蔽物 O の端点 O0が一直線上にあるときに車両運

転手が最も早く歩行者を認知可能となる．このとき，O0

と A との鉛直距離を 𝑤*	(m)，O0 と P との水平距離を 
𝑤"	(m)，時刻 0	(s)とする．また，歩行者が 𝑉"，車両が 
𝑉*  でそのまま進んだ場合に経過時間 𝑡/	(s)において衝

突する衝突予定地点Cとし，CとAとの距離を車両側認

知可能距離 𝐷12345	(m)とすると，𝐷12345は次のように求

められる． 
 

𝑤*
𝐷12345 − 𝑤"

=
𝑉" × 𝑡/
𝑉* × 𝑡/

(1) 

𝐷12345 = 𝑤" +
𝑉*
𝑉"
𝑤* (2) 

 
続けて隅切のある場合の車両側認知可能距離の定式化

を行う．図2に図1の遮蔽物Oの角に隅切があることを

想定した場合の模式図を示す． 
隅切長を 𝑙//	(m)とすると，Oの端点は元の位置から

右に =𝑙// 移動する．移動後の点をO0’とすれば，O0’
とPとの水平距離は 𝑤" +=𝑙//	(m)となる．これを (1) 
式の 𝑤"  に代入すれば，(3) 式を得る． 

𝐷12345 = 𝑤" +
𝑉*
𝑉"
𝑤* + =𝑙// (3) 

一方，車両が歩行者を認識してから停止するまでに移

動する停止距離 𝐷?@4A	(m)は，反応時間 𝑡1	(s)，重力加

  

図1 事故模式図（右歩・車左・隅切なし） 図2 事故模式図（右歩・車左・隅切あり） 
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速度 𝑔	(= 9.8	(𝑚 𝑠H⁄ ))，縦すべり摩擦係数 𝑓として，道

路構造令における制動停止視距 5)を援用し，(4) 式で求め

る．なお，(4) 式中の右辺第 1項はブレーキが効き始める

までの空走距離を，第 2 項は制動距離をそれぞれ表して

おり，隅切の有無は停止距離に影響を与えない． 
 

𝐷?@4A =
𝑉*𝑡1
3.6 +

𝑉*H

2𝑔𝑓(3.6)H
(4) 

 
安全性を表す指標として，(5) 式で表される車両側余

裕距離 𝐷MN15OP(m)を定義する． 
 

𝐷MN15OP = 𝐷12345 − 𝐷?@4A (5) 
 
𝐷MN15OP > 0 であれば，歩行者がCに到達したとき，車両

はCより手前で停止可能であり，衝突を回避できる．この

場合，絶対値が大きいほど安全である．また，𝐷MN15OP =
0 であれば，歩行者がCに到達したときにちょうど車両

もCに到達して衝突する．𝐷MN15OP < 0 であれば，歩行者

がCに到達したときには車両は通り過ぎている．この場

合も，絶対値が大きいほど衝突の可能性は低い．本研究

では，道路運送車両法で定められる小型乗用車を基準と

して，その車長 4.7	(m) の範囲内で衝突の可能性が生じ

ると考え，Cを原点として 𝐷MN15OP  が ±2.35	(m) の範

囲を危険，それ以外を安全と判断する． 
 
3.2 ケーススタディ 
秋田工業高等専門学校に隣接する住宅地であり，同校

生による通学路利用が多い秋田県秋田市飯島長野中町内

の交差点のうち，見通しを阻害する遮蔽物があり，かつ，

車両側に一時停止規制がない交差点 63 箇所を現地踏査

により抽出し，ケーススタディの対象とした．なお，遮

蔽物には建築物およびブロック塀の他，生け垣も含まれ

るが，踏査実施時点において，遮蔽物の隙間から見通し

が可能となるような状態はなかった． 
計算条件は交差点ごとに最大16通り（歩行位置・車両

進行方向・反応時間・路面状態各2水準）である．表1に

隅切と遮蔽物の条件別に分類した計算条件を，表2に対象

交差点の分類を示す． 
 

表1 計算条件の分類（単位：通り） 

 隅切 
 1.両⽅ 2.右のみ 3.左のみ 4.なし 

遮蔽物     
1.両⽅ 16 16 16 16 
2.右のみ 8 8 8 8 
3.左のみ 8 8 8 8 

 

表2 対象交差点63箇所の分類（単位：箇所） 

 隅切 
 1.両⽅ 2.右のみ 3.左のみ 4.なし 

遮蔽物     

1.両⽅ 34 4 4 7 
2.右のみ 3 3 1 1 
3.左のみ 2 1 3 0 
 

表1および表2の隅切条件を𝑖 = 1, 2, 3, 4で，遮蔽物条

件を𝑗 = 1, 2, 3, 4で表し，表1の各要素を 𝑎OZ，表2の各

要素を 𝑏OZ  とすると，計算パターン総数は ∑𝑎OZ𝑏OZ  で
表され，896 通りとなる． 
 
3.3 車両側余裕距離の計算条件 
図3に本研究で想定する歩行位置	𝑤"  の模式図（車両

進行方向左）を示す．歩行者は道路縁から 0.5	(m) の位

置を 𝑉" = 4.36	(km/h) で歩行すると仮定する．なお，

歩行位置は自動車交通量によって変化する可能性がある

が，本研究では簡便のため一定とした．また，歩行中の

死傷者数がもっとも多い 7 歳児の歩行速度を明記した文

献が入手できなかったため，田中・奥住 6)が6 歳児 25 名

を対象として測定した結果の平均値 1.21	(m/s) を時速

換算した値を用いた．歩行位置は遮蔽物と歩行者との距

離であるから，右側歩行・車両進行方向左と左側歩行・

車両進行方向右の場合は 𝑤" = 0.5	(m) となり，左側歩

行・車両進行方向左と右側歩行・車両進行方向右の場合

は 𝑤" = 𝑊" − 0.5	(m) となる．ここで，𝑊"	(m) は歩

行者側道路の道路幅員である． 
 

 

図3 歩行位置模式図（車両進行方向左） 

 
図4に車両位置 𝑤* の模式図を示す．車両は運転手座

席位置が道路縁から1.5	(m) の位置を法定速度 𝑉* =
30	(km/h) で走行すると仮定する．よって，車両進行方

向左の場合 𝑤* = 1.5	(m)，車両進行方向右の場合は 
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𝑤* = 𝑊* − 1.5	(m) となる．ここで，𝑊*	(m) は車両側

道路の道路幅員である． 

 
図4 車両位置模式図 

 
反応時間 𝑡1 は通常反応の場合（通常）𝑡1 = 0.75	(s)2)，

反応が遅れた場合（遅れ）として 𝑡1 = 2.50	(s)2)を用い

る．縦すべり摩擦係数 𝑓 はアスファルトの乾燥路面の

場合（乾燥）𝑓 = 0.707)，湿潤路面の場合（湿潤）𝑓 = 0.457)

を用いる．隅切長 𝑙//  は一律に 𝑙// = 2	(m)と仮定する．

また，交差点は全て直交し，隅切りが無い場合の遮蔽物

Oの内角は90°であると仮定する． 
それぞれの交差点における歩行者側および車両側道路

幅員は，GIS 上で数値地図（国土基本情報）の道路中心

線（道路中心線データ）が交差する箇所から半径10	(m)
の位置における幅員（道路構成線データ）を用いて計測

した（図5）． 
 

 

図5 道路幅員計測方法 

 

道路幅員計測において，上述した計測方法を適用出来

ない例外的なケースが以下の 4 種類（延べ 7 箇所）あっ

た． 
1. 車両進行方向右における車両側道路幅員計測位置

が隅切部であった（3 箇所） 
2. 車両進行方向左における車両側道路幅員計測位置

が隅切部であった（1 箇所） 
3. 車両進行方向左における車両側道路幅員計測位置

が隅切部であった（2 箇所） 
4. 車両側道路が湾曲部であった（1箇所） 
これらの例外への対処として，それぞれ以下に示す計測

方法を適用した． 
1. 道路中心線データが交差する箇所から半径 5	(m) 

地点での道路幅員を計測した 
2. 道路中心線データが交差する箇所から半径 4	(m) 

地点での道路幅員を計測した 
3. 道路中心線データが交差する箇所から半径 5(m) 

地点での道路幅員を計測した 
4. 直線部であると仮定して道路中心線データが交差

する箇所から半径 10	(m) 地点での道路幅員を計

測した 
 
図6に計算パターン別の道路幅員の分布を示す．図の

横軸は歩行者側道路幅員，縦軸は車両側道路幅員である．

車両側道路幅員は 4	(m) から 7	(ｍ) に集中している

のに比べて，歩行者側道路幅員はバラツキが大きいこと

が分かる．なお，道路幅員が 5.5	(ｍ) を超える道路を含

めて，全ての道路にて中央線はなく，道路の利用状況に

差異はないため 3.1 節で示したモデルが適用可能である． 
 

 

図6 計算パターン別道路幅員の分布 

 
以上の計算条件および (2)～(5) 式から，車両側余裕距

離と計算条件との関係を表す (6) 式および (7) 式を得

る．(6) 式は隅切のない場合の，(7) 式は隅切のある場合

の関係式である．両式ともに右辺第 1 項が歩行位置，第

2 項が車両位置，第 3 項が反応時間，第 4 項が縦すべり

摩擦係数に関する項であり，(7) 式の右辺第 5 項は隅切

長に関する項である． 
 

𝐷MN15OP = 𝑤" + 6.88𝑤* − 8.33𝑡1 −
3.54
𝑓

(6) 

𝐷MN15OP = 𝑤" + 6.88𝑤* − 8.33𝑡1 −
3.54
𝑓 + √2 (7) 
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４．結果と考察 
 

4.1 車両側余裕距離の算出結果 
図7に車両側余裕距離の算出結果を示す．図の横軸は

車両側余裕距離を，図の縦軸は車両側余裕距離を降順に

並べ替えた時の順位を表しており，歩行位置が右の場合

には赤色，左の場合には青色と色を塗り分けている．ま

た，車両側余裕距離が −2.35	(m) および 2.35	(m) の
位置に描かれた 2 本の緑色の縦線の間に横棒が収まって

いるものが危険，収まっていないものが安全と判定され

た結果である．図より，右側歩行（赤色）で危険と判定

されたものは車両側余裕距離が −2.35~2.35	(m)の間

に広く分布しているのに対して，左側歩行（青色）で危

険と判定されたものは 2.35	(m) 近くに集中しているこ

とが分かる． 
 

表3 歩行位置と危険・安全のクロス集計 

 危険 安全 危険率 
右側歩⾏ 115 333 25.7% 
左側歩⾏ 47 401 10.5% 
 

表3に歩行位置と危険・安全のクロス集計結果を示す．

左側歩行時の危険率 10.5%に比べ，右側歩行時の危険率

は 25.7%と高い．歩行位置と危険・安全のクロス集計結

果に対するピアソンのχH検定の結果， ΧH値= 34.843，
p値= 3.574 × 10ef と右側歩行と左側歩行では有意な

差があることが明らかとなった． 
以上より，本研究で想定する条件下においては，車両

の進行方向別の出現率が同程度であるならば，左側歩行

の方が安全であることがわかった． 
 
4.2 実験条件ごとの集計結果 
実験条件ごとに右側歩行と左側歩行のどちらが安全ま

たは危険であったかを集計し，それぞれの実験条件が歩

行位置の安全性に与える影響を検討する． 
表4に車両進行方向別の集計結果を示す． 
 

表4 車両進行方向別の集計結果 

⾞両進⾏⽅向 歩⾏位置 危険 安全 危険率 
左 右 101 127 44.3% 

左 34 194 14.9% 
右 右 14 206 6.4% 

左 13 207 5.9% 
 

表 4より，１）車両進行方向によらず，左側歩行の危

険率が低い，２）右側歩行・左側歩行ともに車両進行方

向左に比べて車両進行方向右の危険率が低い，ことがわ

かる．前者については前節で述べた結果を支持するもの

である．後者については，車両進行方向左に比べて右の

方が歩行者からより遠い位置を走行するためであるとい

う直感的な理解も可能である．さらに，車両位置 𝑤* は，

3.3節で述べたとおり，車両進行方向左の場合 𝑤* = 1.5，
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車両進行方向右の場合は 𝑤* = 𝑊* − 1.5となることか

ら，𝑊* > 3であれば，車両進行方向左の場合に比べ，車

両進行方向右の場合の方が大きくなる．なお，前掲の図

6のように，車両側道路幅員 𝑊* はほとんど 3	(m)以上

であったため，車両進行方向右の場合の方が大きくなる

ケースが多かったことが推察される．(6) 式および (7) 
式の右辺第 2項にあるとおり，𝐷MN15OP  算出式における 
𝑤*の係数は +6.88 であり，𝑤* の値が他の変数と比べ

て大きいこともあって 𝐷MN15OP > 2.35となるケースが

増え，車両進行方向右の方が安全となったと考えられる． 
表5に反応時間別の分類結果を示す．  

 
表5 反応時間別の集計結果 

反応時間 歩⾏位置 危険 安全 危険率 

通常 
右 101 123 45.1% 
左 36 188 16.1% 

遅れ 
右 14 210 6.3% 
左 11 213 4.9% 

 

表 5より，１）反応時間によらず，左側歩行の危険率

が低い，２）右側歩行・左側歩行ともに通常反応の場合

に比べ，反応が遅れた場合の危険率が低い，ことがわか

る．前者については前節で述べた結果を支持するもので

ある．後者については，直感に反する結果となっている．

この要因として，本研究では，歩行者が衝突予定地点 C
に到達したとき，車両がC より手前で停止している場合

に加えて，車両が通り過ぎている場合であっても，絶対

値が大きいほど衝突の可能性は低いと考え，判定を行っ

たことが挙げられる．反応時間は (6) 式および (7) 式に

おける右辺第 3 項に含まれ，右辺第 3 項は反応遅れの場

合は−20.825，通常反応の場合は−6.2475であることか

ら，反応遅れの場合は 𝐷MN15OP < −2.35となるケースが

増えたと考えられる． 
表6に路面状態別の分類結果を示す． 

 
表6 路面状態別の集計結果 

路⾯状態 歩⾏位置 危険 安全 危険率 

乾燥 
右 66 158 29.5% 
左 10 214 4.5% 

湿潤 
右 49 175 21.9% 
左 37 187 16.5% 

 

表 6より，右側歩行においては湿潤路面，左側歩行に

おいては乾燥路面の方が安全な傾向はあるものの，路面

状態の違いによる影響は大きくないことがわかる．路面

状態は (6) 式および (7) 式における右辺第4項に含まれ，

右辺第 4 項は湿潤路面の場合は−7.8735，乾燥路面の場

合は−5.0615であることから，その他の計算条件に比べ，

車両側余裕距離の算出結果に与える影響は小さかったと

考えられる． 
以上のとおり，表 4〜表 6 に示したいずれの実験条件

別の結果においても，右側歩行よりも左側歩行の危険率

が低いことが明らかとなった． 
 
５．おわりに 
本研究では，歩行者通行位置の定量的な安全性評価を

目的として，無信号かつ車両側に一時停止規制がなく，

見通しが悪い生活道路の交差点周辺において，歩行者の

通行位置と，歩行者側道路と交差する道路を直進する車

両との接触危険性との関係をモデル化した．秋田市飯島

長野中町を対象としたケーススタディの結果，本研究で

想定する条件下においては，車両の進行方向別の出現率

が同程度であるならば，左側歩行の方が安全であること

がわかった． 
今後の課題としては，以下の 4点が挙げられる． 

1. 交差点の交差角を全て90°に単純化し，隅切長を

2	(m) と仮定したことの妥当性を検討 
2. 道路反射鏡の影響を考慮可能なモデルへの拡張 
3. 車両側余裕距離に基づく安全性指標の構築 
4. 単路部など交差点部周辺以外の道路環境における

歩行位置の安全性評価方法の検討 
今後の展望としては大きく分けて二つある．最初の一

つは，近年，検討・導入が進んでいる生活道路における

物理的デバイス導入効果の定量的な評価への適用である．

例えば，従来，速度抑制効果が期待されてきた交差点狭

窄部8)の設置効果について，車両走行速度と車両位置の変

化を介した車両側余裕距離の改善で評価が可能となる． 
もう一つは，実交通状況調査結果との組合せによる時

間帯・方向別の低リスク歩行位置の提示である．生活道

路においては，曜日別・時間帯別・方向別にある程度パ

ターン化された交通が繰り返されることが想定される．

ETC2.0プローブデータ等によるこれらの実交通状況調

査結果と本研究の成果とを組み合わせ，より安全性の高

い歩行位置を提示することが可能となる． 
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